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１　合併浄化槽処理水の県管理国道及び県道側溝への放流の許可を受ける前提条件

（１）対象地域

　　　下水道法第４条第１項の認可を受けた地域以外①であって、道路側溝以外に普通河川等の流末を形成する施設がない地域②であること。[①については市役所より証明書の発行を受けること。②については、位置図等により示すこと。]
（２）対象浄化槽

　　　個人住宅（店舗兼用住宅、アパート等は不可）に設置される浄化槽のうち、し尿と雑排水（工場排水その他特殊な排水を除く）を併せて処理する浄化槽であって、生物化学的酸素要求量（以下「ＢＯＤという。」除去率９０％以上、放流水のＢＯＤ２０ｍｇ／ℓ（日平均値）以下の機能を有するもの[(財)日本建築センターの工場生産浄化槽認定シート（写し）により確認する。]とすること。

（３）浄化槽機能の確保

　　　設置される浄化槽は、その使用が廃止されるまでの間、関係法令の定めるところにより、適正に維持管理されるものであることとすること。

（４）対象側溝等

　　　側溝の有効断面が３００ｍｍ×３００ｍｍ以上で、流末の確保が可能な側溝であり、かつ側溝断面に余裕があると認められるものとする。

　　　なお、合併処理浄化槽からの道路側溝への取付管は、口径１００ｍｍ以下のものとすること。申請書には外形寸法を記入し、断面図等には、接続部の補強、コーキング等を図示すること。[当然、関係法令に適合し、道路管理上支障のない構造のものに限る。]
（５）放流の期間

　　　放流を求める期間は、道路管理上支障がないと認められる間、又は公共下水道等の家庭からの排水を処理する施設が整備されるまでの間とする。

２　道路法上の取り扱い

（1） 合併処理浄化槽処理水の放流のための道路側溝への取付管は、道路法第３２条第１項第２号（水管類）該当物件として取り扱い、占用数量は長さとする。
（2） 上記取付管に係る道路占用料については、茨城県道路占用料徴収条例第３条第１項第２号に準ずるものとして、全額免除とする。

（3） 占用の許可期間は５年間とすること。[更新を受けたい場合は、その都度更新申請を行うこと。]
（４）許可書の発行は、申請書の提出から概ね２０日程度とするが、書類に不備がある申請、構造変更等を指導する申請等については、その限りではない。
３　道路占用許可事務に際しての留意事項

（1） 新規許可申請時

（1） 放流水の取付管に係る新規占用許可に際しては、通常の占用許可申請の際に必要な申請書類（道路占用許可申請書（別添１様式）、道路占用許可に関する誓約書（別添２様式）、位置図、見取平面図、横断面図、縦断面図、実測求積図、現況写真、公図、その他必要と認める書類）のほか、以下の書類を添付し、１部提出すること。
　　　・浄化槽法第１３条の規定による国土交通大臣の認定を受けた浄化槽であることを証する、工場生産浄化槽認定シート（写し）…(財)日本建築センター発行
　　　・放流水の水質確保に関する申請者の誓約書（別添３様式）
　　　・下水道法第４条第１項の認可を受けた地域以外であることの証明書[市役所の下水道担当部局に発行を依頼]
（1） 放流水の取付管に係る占用許可は、浄化槽法第５条第１項又は建築基準法第６条第１項の規定に基づく浄化槽設置届出書又は浄化槽明細書が、保健所において受理されたことが確認されたときから効力を発生することとし、何らかの理由により浄化槽設置が不可能になった場合は、占用許可を取り消す。

（ウ）占用許可に際しては、特に以下の条件を付する。

　　・占用者は、放流水の水質が常に適正に保たれるよう努めること。

　　・占用者は、放流水に起因する臭気等により、近隣との紛争を生じた場合は、占用者の責任において解決すること。
　　・道路側溝からの逆流水による浄化槽の被害及び堆積物による側溝機能不全を原因として生じた浄化槽の損害等については、占用者は道路管理者に対し、損害賠償等の請求は一切行わないこと。
　　・道路改築等に伴い、取付管を撤去又は付け替える必要が生じたときは、占用者の負担において対応すること。
　　・取付工事にあたって、道路の掘削等を行った場合は、原状に復旧すること。

　　・将来、下水道等が整備された場合は、速やかにその下水道に切り替えること。
　　・取付管の最下端が側溝の底から10ｃｍ以上の位置に設置すること。
　　・その他、土木事務所長が必要と認めた事項

（2） 更新許可申請時

許可の更新にあたっては、通常の占用許可更新申請の際に必要な書類（当初許可申請と同様）のほか、以下の書類を添付し、正副２通提出すること。

（ア）浄化槽法第１１条の規定に基づく検査結果書の写し（判定結果が「適正」であるものに限る）を添付すること。（判定結果が「おおむね適正」の場合は、当該検査結果の写しにあわせて、水質に関する指導に基づき、必要な措置を講じたことを確認した保健所長の文書を添付すること。）

　　　（イ）下水道法第４条第１項の認可を受けた地域以外であることの証明書[許可後において、公共下水道等の家庭からの排水を処理する施設が整備された区域については、更新を認めない。]
４　その他

本許可を受けた浄化槽に関し、水質の確保に関して必要が生じた場合は、土木事務所長より、当該箇所を管轄する保健所長に対して、浄化槽設置者への指導を依頼する。
